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１．はじめに
　炭素税や排出量取引制度を始めとするいわゆるカーボンプライシング（以下「CP」）を巡っては、既に50以上の国・地域で政策が実施され、我が国においても政府内で本格的なCPの導入に関する検討が進められている。これに対して、経済界などからは、産業の国際競争力の低下、カーボンリーケージ、逆進性など、様々な観点から懸念が表明されている。また、実際にCPを導入する場合、地域の経済・社会に対する効果・影響を考慮することも、政策に対する理解の醸成や合意形成を進める上では重要な要素と考えられる。
本研究では、ある特定のCPが導入されたと仮定した場合の事業者レベルでの省エネルギー・再生可能エネルギーに対する追加的な投資額等を把握し、産業連関表を用いた特定の地域における経済的な効果・影響についての分析を事例研究として行う。
２．分析方法
CP政策による経済波及効果を試算する地域の事例として、国内では大阪府、海外では台湾を選択した。大阪府については、CP政策の導入が事業活動に大きな影響を与える製造業の事業所が比較的多い点を、台湾については、人口・面積が日本の九州地方と類似していることから、一地域の特性を把握する上で適当と考えられる点、鉄鋼業や化学工業などの産業構造が日本と比較的近い点などを考慮したものである。
大阪府における地域経済の効果・影響の分析については、2011年版の大阪府産業連関表を用いて、ある一定の排出量取引制度が導入されると仮定した場合の省エネルギー設備への追加的投資に伴う域内の新規最終需要額を以下の算定式（ｍ:部門、l:企業規模）に沿って把握し、そこから直接効果及び間接波及効果を推計する手法を採用した。
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これに従い、新規最終需要額を把握するために、大阪府内の企業を対象に、追加的な省エネルギー投資を行う設備、初期投資費用、運用費用の削減額、設備の域内調達率等について調査を行った。
台湾における分析に関しては、温室効果ガスの主要排出4業種174社を対象に、一定の炭素税が導入されたケースを想定し、追加的な投資を行うと考えられる省エネルギー及び再生可能エネルギーの設備やその投資規模、投資実行可能性のほか、設備の台湾内からの調達に対する考え方等についてアンケート調査及びヒアリングを実施した。その結果に基づき、台湾の2011年版産業連関表を用いて、CP政策の導入に伴う経済効果を試算した。
３．分析結果
大阪府における調査に関しては、新規最終需要額に相当する省エネルギー投資需要額を精緻に把握するための十分な回答数を得ることができなかったため、三菱総合研究所の「平成27年度経済性を重視したCO2削減対策支援事業に係るCO2削減対策分析等委託業務報告書」や大阪府地球温暖化対策実行計画（区域施策編）（2015年3月策定）における削減目標等の情報を用いて、仮定された目標を達成するとした場合の省エネ設備導入数や単位当たり初期費用等の推計を行った。その結果、上記2．で仮定したCP政策に伴って、大阪府内で新規投資需要額は約100億円、省エネ設備の需要増に伴う波及効果は合計約32億円、大阪府の域内生産額への押し上げ効果は約11億円と試算された。
また、台湾における調査の結果、仮定された炭素税の導入により、省エネルギー設備への投資を行うとした事業者は大企業で半数強、中小企業で4割弱となっている一方、投資設備については空調・照明等の比較的安価な設備への投資が大半を占めていた。また、再生可能エネルギー設備への追加投資の意思については大企業でも4割弱となっているが、条例等で再生可能エネルギー導入を強く推進する自治体に属する事業者は、太陽光発電への投資に比較的高い関心が示していた。投資の実行可能性が高いと回答した30社について台湾の産業連関表を用いた効果分析をした結果、最終需要額は約910万元（約3200万円）の増加、粗付加価値誘発額は約250万元（約875万円）との結果を得た。
４．結論
分析の結果、CP政策の導入に伴う地域経済への効果・影響については、既に国内・海外において現実的に導入されているようなシナリオの下でも、一定程度の経済波及効果が生じうることが明らかとなった。今後は、事業者の投資行動変化等に関するデータの把握手法を改善しつつ、再生可能エネルギーの普及拡大に伴う既存電源関係の投資減少がもたらす地域経済への影響等についても、拡張型産業連関表等も活用しつつ分析を深めていくことが期待される。
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